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gorvenmental policy planning and formation. For this purpose, five distinguished think  tank's 

are briefly reviewed in terms of the party affiliation and contribution toward the 
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して,特 に80年 大 統 領 選 挙 並 び に レー ガ ン政

権 誕 生 の期 間 に焦 点 を 当 て て 考察 した もの で

あ る.

米 国 で は,国 政 レベ ル の政 策 決 定 に影 響 を

与 え る要 素 を5つ 挙 げ る こ とが で き る.第1

に,対 ソ連 経 済 制裁 で イ ニ シ ア チ ブ を と った

「ホ ワイ トハ ウス」
,第2は,ニ クソ ン大統 領

を辞 任 に追 い や った ウ ォー タ ー ゲ ー ト事 件 で

威 力 を発 揮 した 「議 会 」,第3は,ベ トナ ム戦

争 で の米 軍 撤 退 を実 現 させ た 「国 民 世 論 ・マ

ス コ ミ」,第4は,議 会 の 投 票 決 定 へ の 政 治 介

入 を行 な う利 益,圧 力 グ ル ー プ 「ロ ビ イス ト」

で あ る 鉾(Pさ らに,本 論 の 主 題 で あ る"Sha-

dowGovernment"(陰 の政 府)と も呼 ば れ る

「シ ン ク タ ン ク」 グ ル ー プ が5番 目 に該 当 す

る.

1.「 シ ン ク タ ン ク」 の 定 義

現 在,米 国 には 大 小 合 わせ て500近 くの シ

ンク タ ン クが 活 動 を行 な っ て い る.し か し,

政 策 研 究 に携 われ る実 力 を持 つ の は その 一 部

にす ぎな い.そ も そ も,シ ンク タ ン ク産 業 の

歴 史 と層 は 日本 と比較 して は る か に古 く,か

つ 厚 い.注(2}その起 源 は1886年 に創 設 され た,

Arthur.D.LittleInc.に ま で さか の ぼ る.こ の

マサ チ ュ ー セ ッ ツ州 の シ ン ク タ ン クは 産 業 研

究,経 営 コ ンサ ル タ ン ト的 業 務 が 中 心 で あ る

の で,む し ろ コ ンサ ル テ ィ ン グ企 業 の草 分 け

的 存 在 とい え る.同 社 は 米 国 内 だ け で年 収400

億 円,2400人 の ス タ ッフ を有 す る大 企 業 に成

長 した.注〔3}1910年 に入 っ て,本 格 的 な シ ン ク

タンクとしてCarnegieEndowmentforInter-

nationalPeace(通 称 カーネギ 研 究 所)が 東部

に誕 生 した.そ の後,シ ンク タ ン ク設 立 ブ ー

ム が続 き,北 東部 地 域 の 産 業 振 興 を大義 名 分

に世 界 最 大 の シンク タンクBattelleMemorial

Instituteが1929年 オハ イ オ州 コ ロ ンブ ス に創

設 さ れ た.戦 後 は,西 部 の 産 業 研 究 の メ ッ カ

と してハ ー ドウ ェ ア機 能 も備 え た1946年 設 立

のStanfordResearchInstitute(略 してSR

1)と1948年 設 立 のRandCorporationが 現 在

も名 声 を博 して い る.

シ ン ク タ ン ク産 業 が米 国 で と りわ け発 展 し

た歴 史 的 要 因 は い くつ も考 え られ るが,重 要

な もの と して は,

(イ)ア ポ ロ 計画 な ど国 家 プ ロ ジ ェ ク トの民 間

研 究 委 託 の推 進

(ロ)政 府,企 業 内研 究 調 査 ス タ ッフ の制 約

の 研 究 開発 費 の 増 大

(_:)新 規 開発 研 究 分 野 へ の 挑 戦

(-t)産 学 協 同,産 軍複 合 体,政 産 複 合 体,科

学 行 政 複 合 体 な どの協 調 関 係 の 浸 透

㈲ 中央 官 僚 機 構 が弱 い大 統 領 制 の ブ レー ン

トラ ス ト的 存 在価 値

(ト)フ ォー ド財 団,ロ ッ ク フ ェ ラ ー財 団 な ど

大 型 財 団 の協 力 支援 体 制 の 整 備

な どが挙 げ られ よ う.こ の よ うに,シ ン ク

タ ン クは,① 受 託 研 究機 関,② 人 材 銀 行(人

材 供 給 並 び に受 入 セ ン ター),③ 政 策 提 言,

④ 哲 学,理 念 形 成(保 守,自 由 経 済,etc),

⑤ 政 治 運 動 の 場 な どの役 割 を果 た し,「 陰

の 政 府 」 と言 わ れ る まで に成 長 して い る.「陰

の 政 府 」 とは,委 託 研 究 と い う形 態 で政 府 の

諸 問 題 に関 す る政 策 決 定 の 選 択肢 が シ ン ク タ

ンク に発 注 され た り,提 案 を求 め た りす る行

為 を,皮 肉 っ た もの.

シ ン ク タ ン クの政 府 へ の 貢 献 とい った場 合,

a政 策 立 案,b政 策 オ プ シ ョ ン(選 択 肢)の

提 供,c政 策 面 で の 改 善 策,な ど の ア ドバ イ

ス 機 能 と,d人 材 供 給機 能 の,四 項 目 が主 柱

で あ る.た と えば,空 軍 ・宇 宙 産 業 と の合 弁

事 業 体 を形 成 す るRandCorporation,民 主 党

政権 と そ の人 材 銀 行BrookingsInstitution,

な ど実 際 に時 の政 権 に影響 力 を行 使 して きた

シ ンク タ ン クの実 例 とい え る.

「シ ン ク タ ン ク」(ThinkTank)は"頭 脳 集

団(ブ レー ン トラ ス ト)"と 和 訳 さ れ る場 合 が

普 通 で あ る.厳 密 な定 義 をす る こ と は難 しい

が,強 い て,一 般 の研 究 所 並 び に調 査 機 関 と

の 違 い を述 べ れ ば,6つ の カテ ゴ リー に特 徴
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を見 い 出 せ る.

① 独 立 性

② 未 来 志 向

③ 政 策 志 向

④ イ ン ター ・デ ィ シプ リナ リー

⑤ シ ス テ ム分 析 的 方 法

⑥ 最 低20～25人 の 多分 野 専 門 家 で構 成 注141

世 界 最 大 のBattelleMemorialInstituteの

規模 は ス タ ッフ7500人,年 間収 入733億 円 に

達 す る が,逆 に ス タ ッフ数 名 の コ ンサ ル テ ィ

ン グ企 業 群 も各 分 野 に存 在 し,シ ン ク タ ン ク

産 業 は極 端 な二 重構 造 を呈 して い る.表1に

米 国 三 大 総 合 シ ンク タ ンク と呼 ば れ るRand

Corporation,SRIInternational(略 してSR

I),BattelleMemorialInstituteの 比 較 を ま

とめ た の で 参 照 され た い.

2.「 シ ン ク タ ン ク」 の 分 類

シ ン ク タ ン ク産 業 を特性 に応 じて整 理 分 類

す る と,大 ざっ ぱ だ が,次 の7区 分 が可 能 で

あ る.参 考 の た め に代 表 的 シ ン ク タ ンク例 も

付 記 して あ る.

① 主導性

民間型一ハ ドソン研

大学型一 フーバー研

政府型一 防衛政策研

② 組織形態

営 利 法 人一 マッケンジー社

非営利法人一 ブルッキングス研

③ 研究形態

自主研究中心一 カーネギー研

委託研究中心一 ランド研

④ 政策比重

政 策研 究中心一AEI

非政策研究も実施一SRI

⑤ ソフトウエア中心一 ジョージタウン大戦

略国際問題研

総合(ハ ー ドウエア含む)一バ ッテル研

⑥ 政党色

共和党系一AEIr

民主党系一 ブルッキングス研

⑦ 理 念

保 守 系一ヘリテージ財団

リベラル系一政策問題研

米国の場合,官 僚は日常の政策業務 に集中

し,シ ンクタンクが中長期政策,戦 略 を研究

するという不文律の分業体制が成立 している.

したがって,前 述のカテゴリーを組み合せた

表13大 総合シンクタンク

項 目 ラ ン ド バ ッ テ ル SRI

設 立 年 加州1948 1929 1946

所 在 地 加 州 サ ン タモ ニ カ オハ イ オ 州 コ ロ ン ブス 加 州 メ ンロパ ー ク

組 織 形 態 非営利法人 非営利法人 非営利法人

総 ス タ ッフ数 1100 7500 3200

研 究 員 数 500 3500 1000

年収(売上 げ)

億 円
101 733 330

設 立 経 緯
ダグラス社空軍プロジ

ェクト部門独立

ゴ ー ドン ・バ ッテ ル 家

の 遺 産

スタンフォー ド大学の

評議員会

特 性 国防省関係 技術革新 海外受注3割

備 考 委託研究の9割 は政府
世 界 最 大 の シ ンク タ ン

ク

海外11ケ 国にオフィス.

国際会議 に強味
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幾 つ もの シ ン ク タ ン クが 活躍 で き る素 地 が あ

る.

地 理 的 に は,首 都 ワ シ ン トン,国 際 経 済 都

市 ニ ュー ヨ ー ク の東 部 地 域 とカ リ フ ォ ルニ ァ

の西 部 太平 洋 岸 に政 策 系 シ ン クタ ン ク群 が集

中 す る傾 向 が見 られ る.カ リフ ォル ニ ア と い

う首都 ワ シ ン トンと の地 理 的 ハ ンデ キ ャ ップ

に 関 して は,(イ)政 府 資 料 公 開 の 普 及,(ロ)コ ン

ピ ュー タ に よ る オ ンラ イ ン情 報検 索 手 段 の 発

達,el人 材 の ス カ ウ ト及 び供 給,あ る い は(⇒

セ ミナ ー,研 究 会 の 開催 で絶 えず 政 府 情 報 の

イ ンプ ッ トを計 る,な どで克 服 して い るの が

現 状7}(51

3.2大 政 党 と シ ン ク タ ン ク

数 多 い シ ン ク タ ンク の 中 で,政 権 や 政 党 に

直 接 影 響 を与 え ら れ るの は一 握 りの グ ルー プ

で あ る こ とは 先 に述 べ た.そ の好 例 が 共 和 党

系 シ ン ク タ ン クのAmericanEnterprise

InstituteforPublicPolicyResearch(田 各し

てAEI)と 民 主 党 系 のBrookingsInstitution

で あ ろ う.一 般 に シ ンク タ ン クの顧 客 は,(イ)

政 策'協議 決 定 者(ホ ワイ トハ ウス),(ロ)行 政 府

部 局(連 邦 政 府 官 庁),の 産 業 界,そ の他 に ま

た が る.両 シ ン ク タ ンク の場 合,研 究 成 果 や

政 策 提 言 は広 く有識 者 全 般 に も影 響 力 を持 つ.

まず,先 輩 格 のBrookingsInstitutionは,

1927年 に社 会 科 学 系 シ ンク タ ン ク と して 設 立

さ れ た.日 本 とは 日本 国 際 問題 研 究 所,日 本

経 済 研 究 セ ン ター な ど と共 同 研 究 プ ロ ジ ェ ク

トを持 っ た経 緯 も有 り馴 染 深 い.こ の 民 主 党

系 の シ ン ク タ ン クは 「政 府 の介 入 」 信 奉 の ケ

イ ンズ主 義 と,三 大 研 究 領 域"経 済""外 交"
"政 府"の 中 で 国 内 問題 重 視 の研 究 体 制 を敷

い て きた.年 間 予算 は1070万 ドル(80年)で,

政 府 との委 託 研 究 契 約 が全 委 託 研 究 収 入 の 四

割 を 占 め る.カ ー ター 政権 が誕 生 した1977年

に,シ ュ ル ツ(大 統 領 経 済 諮 問 委 員 長),オ ー

エ ン(サ ミッ ト担 当大 使),バ ー グ ス テ ン(財

務 次 官 補)な ど6人 の 上級 研 究 員 が政 権 入 り

した.研 究 所 の ス タ ッフ は220人.評 議 員 は

ケ ア リーIBM会 長,カ ー ク ラ ン ドAFL・C

IO会 長,マ クナマ ラ前 世 銀 総 裁 な ど多 彩 な顔

ぶ れ で 民 主 党 支 持 層 の幅 の広 さ を物 語 って い

る.

次 に,AEIは1943年 財 界 の 支援 で 設 立 さ れ

た保 守 系 シ ン ク タ ンク.政 策 思 想 は レー ガ ン

政 権 と合 致 す る 「自 由競 争 経 済」,「小 さ な政

府 」,「規 制緩 和 」,「国 防強 化 」,「減 税 」 と首

尾 一 貫 して い る.ス タ ッフ は140人,う ち専

任 研 究 員 は45人.予 算 は1040万 ドル と ラ イバ

ル のBrookingsInstitutionに 追 い 着 き そ うだ.

カ ー ター政 権 発 足 時 に は,ニ クソ ン,フ ォー

ド元 政 権 か ら20人 もの 高 官 がAEI入 りした.

逆 に,17人 が レー ガ ン大 統 領 の誕 生 に伴 っ て

政 権 入 り.バ ー ン ズ西 独 大 使,カ ー クバ ト リ

ッ ク国連 大使,ワ イ デ ンボ ウ ム 大統 領 経 済 諮

問委 員 長,コ ル ブ国 防 次 官 補,テ ユ ア ー財 務

次 官,サ ン ジ ュ ア ン内 務 次 官 補 な どが政 権 入

りの代 表格.フ ォー ド元 大 統 領 が特 別研 究 員

の 肩 書 き を持 ち,研 究 委 員 長 ク ラ ス に は レ ア

ー ド元 国 防長 官(国 防研 究 プ ロ ジ ェ ク ト)
,サ

イモ ン元 財 務 長 官(税 制 研 究 プ ロ ジ ェ ク ト),

マ ク ラ ッケ ン元 大統 領 経 済 諮 問委 員 長(学 術

諮 問協 議 長),新 保 守 主 義 の 主 唱 者 ク リ ス ト

ル研 究 員,な ど共和 党 系 保 守一 穏 健派 の そ う

そ うた るメ ンバ ー が名 を連 ね て い る.

両 シ ン ク タ ン クの 共 通 点 は,ワ シ ン トン に

位 置 す るた め,反 対 政権 時 の 避 難 場 所 的 要 素

を持 つ こ とで あ る.ま た,共 に政 党 所 属 イ メ

ー ジ を薄 め る努 力 も熱 心 で
,BrookingsIns-

titutionに い たハ ー バ ー ト ・ス タ イ ン博 士 は 現

在AEIに 移 籍 して お り,相 互 交 流 は 全 くな い

訳 で は な い.

4.レ ー ガ ン政 権 と シ ン ク タ ン ク

レ ー ガ ン政 権 に 最 も近 い シ ン ク タ ン ク は 次

の 三 研 究 所 で あ る:HooverInstitution,AEI

GeorgetownUniversityCenterforStrategic

andlnternationalStudies(略 し てCSIS).
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HooverInstitutionは ス タ ンフ ォー ド大 学 の

付 属 研 究機 関 で あ る.9000エ ー カ ー の広 大 な

キ ャ ンパ ス の 一 角 に大 学 の シ ンボ ルー フ ーバ

ー ・タ ワー が そ び え
,そ の周 りにHoover

Institutionの 図 書 館 と研 究 棟 が並 ぶ.こ の種

の 社 会科 学 系 ソ フ ト面 の 政 策 研 究 を主 眼 と し

た シ ン ク タ ンク は,極 端 に言 えば 「人 材」「集

金 力 」 「情 報 力」の 三 拍 子 が兼 備 され て い れ ば

最 低 限 の 活 動 が出 来 る.実 際,筆 者 は 同 研 究

所 を訪 問 した が,比 較 的 小 じん ま り した オ フ

ィスで あ っ た.創 立 は1919年 に フー バ ー 元 大

統 領 が寄 付 した基 金 で 創 立 され,従 来 の 活 動

は 外 交 資 料 図 書 館 が 中心 で あ った.現 在 の グ

レ ン ・キ ャ ンベ ル理 事 長 の 努 力 で財 政 建 て直

しが実 現 し,研 究 活動 の 方 も充 実 し始 め た.

他 の シ ン ク タ ン クが研 究 活動 を重 点 機 能 と し

て発 展 して きた の に比較 して,ユ ニ ー ク な経

緯 とい え る.同 研 究 所 は1975年 州 知 事 を終 え

た レー ガ ン氏 を名誉 研 究 員 に迎 え,翌 年 の兜大

統 領 選 に トレ ン ト研 究 員(現 運 輸 次 官)が 選

対 事 務 次 長 に就 任 して い る.76年 大 統 領 選 で

は,共 和 党 大会 で フ ォー ド氏 が レー ガ ン氏 を

破 り大統 領 候 補 に選 出 さ れ た.80年 選 挙 で は,

研 究 所 自 体 が全 面 的 に ブ レー ン トラス トと

して 活躍 した.そ の 結 果,引 継 ぎチ ー ム(カ

ー ター 政権 と レー ガ ン政 権 と の 引継 ぎ業務 を

遂 行 す るニ ケ 月間 のTransitionTaskForce

の 事)に は16人 が大 挙 参 画 し,新 政 権 発 足 と

と も に7人 が ワ シ ン トン入 り して い る.

一 方
,ワ シ ン トン入 りが決 定 した レー ガ ン

新 大統 領 を待 っ て い た の が,ジ ョー ジ タウ ン

大 学CSISで あ る.1962年 設 立 のCSISは 常

勤 研 究 員40人,年 間予 算400万 ドル(80年)の

外 交 問 題 中心 の シ ン ク タ ン ク.レ ー ガ ン政権

の 引 継 ぎチ ー ム の外 交 関係 の 総 責任 者 にア ブ

シ ャ イ ア理 事 長 が抜 て き され,政 権 誕 生 後6

人 の 研 究 員 が政 権 入 りして い る.注 意 す べ き

こ と は,レ ー ガ ン政権 に影響 力 を持 つ と い っ

て も,両 シ ン ク タ ン ク共 に政 府 補 助 金,委 託

研 究 の 全収 入 で の 比 重 は,HooverInstitution

2%,CSIS9%と 低 い.こ の 事 は 人 材 面,

政策 面 の 政府 へ の 影 響 度 と 政 府 の 財 政 支 援

(補助 金,委 託 研 究)の 相 関 関 係 が薄 い こ と

を示 して い る.

HooverInstitution,CSISそ れ に 前 述 し た

AEIの 三 大 シ ン クタ ン ク には,"共 和 党 系"

"保 守 系"の み な らず歴 史 的 な関 連 性
,相 互

連 帯性 が存 在 す る.す な わ ち,HooverIns-

titutionの キ ャ ンベ ル理 事 長 は1954年 にAEI

の 研 究 部 長 か ら現 職 に ス カ ウ トされ た 人物 で,

さ らにCSISの 評 議 員 を兼 ね て い る.ま た,

CSISの アブ シャイア理 事 長 も1962年 にAEI

を辞 め てCSISを ワシ ン トン に創 設 した い わ

ゆ るAEI出 身 者.そ の 他,3シ ン ク タ ン ク

と も人 脈 的 に は,研 究 員 が移 籍 し合 った り,

評 議 員 や客 員研 究 員 な どが幾 人 も重 複 して い

る.こ の よ うに,三 者 の 間 には 人 的 な交流 が

見 られ,レ ー ガ ン政権 へ は 延 べ30人 もの 研 究

ス タ ッ フ を要職 に送 り込 んで い る.言拙 た と え

ば,ホ ワ イ トハ ウス で 安 全 保 障 分 野 を担 当 す

るア レ ン補 佐 官,内 政 問 題 を担 当 す る ア ンダ

ー ソ ン補 佐 官
,そ れ に行 政 管 理 予 算 局 と共 に

経 済 政 策 立 案 の 要 で あ る大 統 領 経 済 諮 問委 員

会(CEA)の ワ イ デ ンバ ウ ム委 員 長(前AE

I)ら が 就 任 し,政 策 面 で そ れ ぞ れ重 要 な役

割 を演 じて い る.

80年 の 大 統 領 選 に お い て,レ ー ガ ン共 和 党

陣 営 は現 職 カー タ ー民 主 党 陣 営 を倒 す作 戦 上,

選 対 チ ー ム,政 策 評 議 会,政 策 ブ レー ン,ス

ポ ンサ ー ・グ ル ー プ,と い う4つ の歯 車 で 陣

営 を構 成 して い た.最 後 の ス ポ ンサ ー ・グル

ー プは 資 金 供 給 面 の位 置 づ け で あ るの で
,3

つ の グ ル ー プ が人 材 供 給 面 の3本 柱 といえ る.

した が っ て,レ ー ガ ン政 権 の誕 生 に至 る大統

領 選 挙 並 び に80年11月4日 大勝 後 の カー ター

政 権 か らの 引継 期 間 で の重 要 人物 を列 挙 し,

表3「 レー ガ ン政 権 誕 生 時 の 人 材供 給」 に ま

とめ て み た.前 述 した選 対 チ ー ム,政 策 評 議

会,80人 近 い政 策 ブ レー ンの3分 の1の 人 材

は な ん らか の形 でAEI,HooverInstitution,
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CSISと 関係 を持つことが注 目される。特に,

大勝後の政権引継チームにおいても国防,外

交両分野の責任者 にCSISの アブシャイァ,

ニューマ ン両氏が抜てきされている.

政権 とシンクタンクの結合度 を測定するバ

ロメーターは,

(A)前 述の人材供給面

(B)政 策立案面

の両面から考察で きる.後 者の(B)の 項は,

レーガン大統領の80年 選挙中の政策公約並び

に政権発足後の政策施行において,シ ンクタ

ンクの関わり合いがどれ程深かったかを調査

することで判明 しよう.レ ーガン候補が選挙

キャンペーン中に公約 した事項 とは,

〔内政〕

1.均 衡財政の達成(84年)

1.個 人所得減税(3年 間30%)

1.歳 出削減

1.減 価償却期間の加速化

1.企 業投資減税

1.石 油価格統制の撤廃

1.企 業 ・環境規制の緩和

1.イ ンフレ抑制

1.原 子力利用促進

1.合 成燃料公社活動のスローダウン

1.金 本位制復帰

1.福 祉の見直 し

1.独 禁法の再検討

表2レ ーガン政権の3大 シンクタンク

名 称
設 立 年

場 所

研究

員数

予 算

(万ドル)
提 言 役 員 主 要 研 究 員 レーガン政権入 り

内政 ・理事長 バル ーデ ィ ク リス トル(政 治), バーンズ西独大使,一

自由経済競争,小 さ ・特別研究員 プラ ンガー(安 保) カー クバ トリック国

な政府,規 制緩和, フォー ド元大統領 研究諮問委員長 連大使,ワ イデ ンバ

アメ リカ ン ・ 減税
・評議員 レァー ド元国防長官 ウムCEA委 員長,

エ ンタープラ

イズ研究所

1943

ワシ ン トン

常勤

45
1040 外交一

ブ ッチ ヤ ー ・チ ェ

ー ス ・マ ン ンバ ッ タ

(国防),サ イモン元

財務長官(税制),マ

コルプ国防次官補,

テユアー財務次官,

(AEI) 国防強化 ン銀行会長,リ ス クラッケン元CEA フ オ ンテ インNSC

ト ン ・シ チ ー コ ー 委員長(経済) 顧問など17人

プ会長,ヘ イ ンズ

・ソーヒル会 長etc

内政 ・理事 長キ ャ ンベ ル ス ター(ソ 連) M.ア ンダーソン補佐一
減税,規 制緩和,社

・名誉研究員 ソー ウエル(経 済) 官,ト レ ン ト運輸 副

会保障制度改正
レーガ ン大統 領, フ リー ドマ ン(経 済) 長官,A.ア ンダーソ

ス タンフ ォー

ド大 フーバ ー

研 究所

1919

加州

パ ロァル ト

常勤

50

660

(含図書館)

外交冖
対ソ強硬,反 共

ハイエ ク(ノ ーベ ル

賞),ソ ル ジェニ ツ

イン(ノ ーベ ル賞)

・評議 員

サ イモ ン元財務 長

ムーア(経済)

ドイグナン(中東)

ン行政管理予算局次

長,ハ ビブ中東特使

など7人

官,グ リー ンスパ

ン元CEA委 員長

アー ムス トロ ング

元駐英大使

外交 ・理事長 クライン(外交) ニ ューマ ン ・サ ウジ一

対ソ強硬,台 湾関係 アプ シヤイ ア ルーツ ワーク(戦 略) 大使(辞 任),ク ロ ッ

ジ ョー ジタウ
拡 充,シ ー レー ン輸

・参 与 コットレル晦 洋) カー国務次官補,ロ

ウ大戦略国際

問題研究所

1962

ワシ ン トン

常勤

40
400 送の安全,輸 出競争

力の強化,中 南米重

キ ッシ ンジ ャー

・顧 問

バーッ財務次官補,

シュッテ国務長官特

(CSIS) 視,国 防強化 シュ レジ ンジャー 別補佐官など6人
・副理事長

ムーラー元統参議長
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表3レ ーガン政権誕生時の人材供給

レー ガ ン候 補 選 対
80年

11月4日
政 権 引 継 期 間(カ ーター → レーガ ン)

81年

1月20日

(選対チーム)
・本 部 長 ケー シー(元 証 券取 引委員長,現CI

A長 官)

・参 謀 長 ミース(弁 護 士,現 大統 領顧 問)

・国内 問題 ア ンダー ソ ン(⑪
,現 大統領補 佐官)

・外 交問題 ア レン(前 ⑤,〃)

・世論担 当 ワー スリ ン(プ リグハ ム大教授)

・スポークスマン ノフ ィ ッジガ ー(政 治記者,現 ホ

ワイ トハ ウス ・ス タ ッフ)

・次 長 テ ィモ ンズ(ロ ビイス ト)

・プ レ ス デ ィーバ ー(前PR会 社,現 大統 領補

佐官)

・財 務 オー(元 加州 予算局長)

大
統
領
選

引継 に最 も影響 力が ある27人

ミース,ラ クソール(上 院議 員),タ ワー(上 院軍 事

委 員長),ア レン,フ ォー ド(元 大統領),ヘ イグ(元

NATO最 高司令官,現 国務 長官),ウ ィ リアム(弁

護 士),ク レメンツ(テ キサス州知事),ア ー ムス ト

ロ ング(元 駐 英大使,⑭),カ ー クバ トリック,キ ッ

シンジャー(◎),マ クロイ(元 世銀総 栽),ワ イ ンバ

ーガ ー
,ジ ャクソ ン(上 院議 員),ラ ムズ フェル ド,

ロス トウ(元 国務次 官),シ ュ ルツ,ル イス(金 融 コ

ンサ ルタ ン ト,現運 輸長官),べ 一カー(前 プ ッシュ

選対本部 長,現 大統領 首席補 佐官),ケ ー シー,ス ト

ー ン(元 上院議員)
,デ ィーバー,テ ィモ ンズ,オ ー,

ワー ス リン,ア ンダー ソ ン(⑪),ジ ェー ムス(人 材

銀行)

レ

1

ガ

(政 策評議会)(12人) 挙 引継チーム

ン

新
議 長サ イモ ン(元 財務 長官,④),ケ ー シー,ワ イ ンバ

ー ガー(元 厚生 教育福祉 長官
,現 国防長官),グ リー ン

スパ ン(元CEA委 員長,⑭),シ ュ ルツ(元 財務 長官)

ケ ンプ(下 院議 員),ロ ジャーズ(元 国務 長官),ラ ム

ズフ ェル ド(元 国防長 官,現 ラン ド研 究所会 長)

(政 策ブレーン)

経 済 ラファー(南 加 大教授),フ リー ドマ ン(⑪)

レ

1

ガ

ン

大
勝

〔顧 問〕 予 算 ワイ ンバー ガー,経 済 シュル ッ,

サイモ ン,内 政 ア ンダー ソ ン,外 交 ア

レン

〔委 員 長〕 ケー シー

〔副 委員長〕 アー ムス トロ ング(⑪)

〔総 指 揮〕 ミー ス,テ ィモ ンズ

〔国 防〕 ア ブシャ イァ(◎),バ ンク リー プ

〔国 務 省〕 ニ ューマ ン(前 サウ ジ大使,◎)

政

権
ス

タ
1

ト

バーンズ(元連銀総裁,④,現西独大使),ワ 〔アジア・日掴 クライ ン(◎),エ デ ルマ ン(SRI)

ニ ンスキー(記 者) 〔CIA〕 シルバ ーマ ン

外 交 イクレ(元軍備管理軍縮局長),カ ークバ ト 〔通商代表部〕 バ リナー

(41人)リ ック(④,現 国連 大使),シ ルバ ーマ ン(元 〔ITC〕 尸サ ミュエ ルズ(◎)

ユ ーゴ大使),キ ャンベル(⑪) 〔議 会諮 問〕 ラクソー ル

軍 事 バ ーネ ッ ト(戦 略情報 セ ンター所長),ミ ッ 〔農務,エネルギー,内務〕 フェ アバ ンク

デ ンドル フ(元 海軍長官),ラ ウ ン(准 将), 〔人的サービス〕 ドール

バンクリープ(南加大教授) 〔行 政〕 ス ミス

〔経済 開発〕S.ア ンダー ソ ン

記号:⑭ フーバー研究所 ④AEI◎ ジョー ジタウ ン大戦略国際問題研究所

〔外 交 面 〕

1.国 防強 化

1.対 ソ強 硬

1.公 正 貿 易

1.輸 出促 進

1.戦 略 石 油備 蓄

1.相 手 国 の 市場 開 放

1.経 済援 助 縮 小

1.B1爆 撃 機,中 性 子 爆 弾 の 製 造 推 進

な ど内 政,外 交 の 多岐 の 分 野 に わ た る.で

は 実 際,レ ー ガ ン政 権 の 三 大 保 守 系 シ ン ク タ

ン ク と呼 ば れ るAEI,HooverInstitution,C

SISで の 最 優 先 政 策 提 言 は何 ん で あ った か

と い うと,表2「 レー ガ ン政 権 と三 大 シ ン ク

タ ンク」 の 提 言 の項 目に整 理 して あ る.す な

わ ち,レ ー ガ ン政 権 の基 幹 政 策 をな す,① 大

減 税,② 歳 出削 減,③ 国 防強 化,は 三 大 シ ン

ク タ ン クの立 案 を具 体 的政 策 に反 映 した もの

に他 な らな い.

§結 論

この種のシンクタンクによる政策提言機能

は民間委託方式が進んだ官僚機構の比較的弱

い大統領制度の一大特徴である.ま た,現 職
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大統領(80年 度選挙ではカーター氏)に 挑戦

する野党候補は中央官僚機構 を利用しにくく,

在野の支援 シンクタンクの研究調査および政

策立案能力に負 う所が必然的に大 きくなるこ

とを立証 している.さ らに,中 央官庁の官僚

が集中的に日常業務に従事 し,シ ンクタンク

の研究員が中長期政策の立案検討や戦略研究

に威力を発揮できるという不文律の分業体制。

が確立 されていることも見逃せない .こ の当

たりが中央の官僚機構 が強大で,官 庁 自体 に

シンクタンク機能のかなりを内含す る日本型

システムと多いに異なるところであろう.

今回の研究は,米 国大統領制におけるシン

クタンクの政策的役割および政権への影響度

を大統領選挙との関わり合いを具体的ケース

として整理 したものである.次 号では,〔その

2〕 として,政 権担当時におけるシンクタン

クの政策的役割,政 権への影響度 を選挙公約

や政策提言がどう生かされているかに焦点 を

当てて考察 したい.

注(1)泄 稿"新 しい 日米関 係 を求 めて"創 政,1981

年5月 号

注(2)日 本 で は大 型 シ ンク タ ンク と して1965年 に野

村 総 合研 究 所 が創 設 された.ま た,1973年 に

は 「総合 研 究 開発機 構 」 法 案 が国会 で成 立 し,

翌 年 に官 民 半分 出 資 のNIRAが 発 足 した.75

年 には シ ン クタ ン ク協 議 会 も設 立 された.

注(3)出 所 はADL社80年 次 報 告 書.本 項 で は1Pル

=220円 で 日本 円 に換算 してい る
.

注(4)⑥ は ヘ ブ ライ大 ドローア博 士 の 見解.月 刊N

IRA1981年4月 号

注(5)カ リフ ォルニ ア州 サ ンタモ ニ カ に位置 す る,

RandCoporationを81年8月 末 に訪 問 した 際

の研究 員 た ちの説 明 に よ る.

注(6}レ ー ガ ン政権 の トップ400人 の 出 身内 訳 は,

37%が ニ クソ ン,フ ォー ド政 権 勤務 者 ,14%

が レー ガ ン選 対 勤務 者,12%が カ ー ター政権

か らの 居残 り組.
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